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《概要》 

 本県では、平成２３年３月に「愛媛県公共事業コスト構造改善プログ

ラム」を策定し、公共事業（計画から設計・施工・維持管理）において

コストと品質の両面を重視したコスト改善の取り組みを実施しておりま

す。 

この改善プログラムにおいては、平成２３年度から平成２７年度まで

の５年間で平成２２年度の標準的な公共事業のコストと比較し１５％の

コスト改善率を達成することと、１００％の施策実施率を達成すること

を目標としております。 

 この度、この改善プログラムにおける平成２４年度のコスト改善実績

を取りまとめましたので発表いたします。 

 

 

《平成２４年度コスト改善実績》 

 平成２４年度のコスト改善実績については、平成２２年度の標準的な

公共事業のコストと比較したコスト改善率は４．８％となり、金額にし

て２６．０億円の公共事業費を削減しました。（詳細は別紙１） 

 また、プログラムに掲げる施策の実施率については、１４４施策のう

ち８８施策を実施し、６１．１％となりました。（詳細は別紙２） 

 なお、主な取組事例は、「地域高規格道路における完成２車線整備の推

進」や「既存建築施設を有効利用した計画施工」などです。 

 今後も様々な施策を展開し、より一層の公共事業のコスト構造改善に

取り組んで参ります。 



別紙１

分野 施策 具体事例 改善額（千円） 改善率

【施策8】技術基準類の見直し プレキャスト製品において、大型製品・長尺製
品を積極的に採用する 835 0.002%

1.5 車線的道路整備を推進する
101,940 0.19%

地域高規格道路における完成２車線整備を
推進する 818,920 1.51%

林道の利用形態に即して規格・構造を緩和
し、土工量・構造物の規模縮小を図る 4,482 0.008%

ため池工事において、施工時期を再検討する
1,625 0.003%

農道の計画・設計において、道路構造令等の
特例値を弾力的に活用する 37,244 0.07%

大型建設機械の採用を検討する
385 0.001%

仮設計画の見直しを行う
267 0.000%

砂防堰堤の下流のり勾配（逆断面）について
検討する 2,366 0.004%

鉄骨フレームを完全外付け工法に修正設計
して、外壁の解体・補修を不要とする 42,371 0.08%

マシンルームレスエレベーターの導入を推進
する 11,963 0.02%

既設防水層を撤去しない防水改修工法の採
用を図る 549 0.001%

建築工事における合成樹脂可とう管（PF 管）
の１重管の採用を推進する 1,387 0.003%

既存植生・既存樹木を保存・移植により活用
する 351 0.001%

仮設建築物を不要にするなど、既存建築施設
を有効利用した計画施工を実施する 405,423 0.75%

汚濁防止フェンスの設置場所を調整し、他工
区と共用する 2,030 0.004%

同一区域内事業間において工期を調整し、主
要建設機械・船舶を共用する 14,707 0.03%

同一工区内の工事の工程調整により仮設物
の転用を図る 263 0.000%

建設工事で発生した泥土をセメント及び石灰
等で改良し再利用を図る 1,320 0.002%

現場内で発生する土砂等を活用し、堰堤の中
詰め材として有効活用を図る 7,522 0.014%

【施策15】公共工事等における
民間新技術の積極的活用

防波堤等においてジャケット工法を採用する
146,562 0.27%

海域工事において、砂に替わるリサイクル材
を活用する 5,943 0.01%

アスファルト舗装工において、一般廃棄物等
溶融スラグ細骨材を使用する 122 0.000%

【施策24】公共施設の長寿命
化に関する計画策定の推進

予防保全型施設の長寿命化計画の策定を推
進する 390,006 0.72%

河川砂利採取の原則禁止の一部緩和によ
り、河床掘削工事の代行工事を行う 70,154 0.13%

トンネル照明の減灯を実施する
1,725 0.003%

橋梁照明の減灯を実施する
16,182 0.03%

514,448 0.95%

2,601,092 4.8%

プログラムに掲げる事例以外のコスト改善の取り組み

コスト改善額（率）　合計

平成24年度　コスト改善額（率）実績

※平成24年度のコスト構造改善実績は、平成24年度の公共工事2847件（516億円）を対象としています。

３　維持管
理の最適
化 【施策25】地域の実情や施設

特性に応じた維持管理の推進

【施策19】省資源・省エネル
ギー化の推進

【施策13】建設副産物対策等
の推進

【施策12】工事における事業間
連携等の推進

【施策10】設計の見直し

【施策9】技術基準の弾力的運
用（ローカルルールの設定）

２　計画・
設計・施工
の最適化



別紙2

実施状況

分野 施策 具体事例 (H23～H24)

事業計画段階における住民参加プロセスを推進する
○

ホームページ、パンフレットを活用して、事業概要や進捗状況等を公開
する ○

現場見学会や出前講座等を開催し、公共事業への理解を促進する
○

河川協議の効率化・迅速化等を通じた工事着手の早期化を図る

公有水面埋立申請の効率化・迅速化等を通じた工事着手の早期化を
図る ○

砂防指定地内行為許可申請等の効率化・迅速化等を通じた工事着手
の早期化を図る

埋蔵文化財調査の効率化・迅速化等を通じた工事着手の早期化を図
る ○

保安林解除手続きの迅速化・効率化等を通じた工事着手の早期化を
図る

改正建築基準法による検査の厳格化に伴い、従来より審査期間が長
くなることを考慮し、迅速な計画通知手続き開始の実施を図る ○

評価の客観性を向上させるため、学識経験者等を活用し、最新の知見
の蓄積状況を踏まえつつ、事業効果の貨幣換算を検討する等、評価
手法の高度化を行う

○

愛媛県公共事業評価委員会の審議結果を公表し、事業効果及び実施
過程の透明性の一層の向上を図る ○

重点投資箇所を選定するため、評価指標の見直しを行う

大規模事業において、供用目標と年度毎の進捗状況を公表する

用地取得上のリスク把握等を行う用地アセスメント結果を踏まえ、用地
取得完了時期等を明示した用地取得工程管理計画を策定するととも
に、同計画を実現するための運営体制を強化する
工事完成を見込んだ適切な時期または用地取得率が80％になった時
の、いずれか早い時期までに事業認定申請手続きに移行すべきという
ルールを周知徹底するとともに、用地取得の進捗状況等の公表を図る

【施策6】効率的な土地調査の実施 計画段階から登記状況、補償物件等の土地情報を把握して計画へ反
映する等、円滑な事業実施を図る ○

【施策7】用地取得業務の効率化の
ための公社等の活用

用地取得に関する知識と経験が豊富な公社を活用した用地交渉の支
援体制を推進する ○

性能規程化する工種やその技術基準の見直しを検討する

各種共通仕様書を改正する
○

各種技術基準を改正する

建築工事において、工場製品や乾式工法等、工事現場での施工を省
力化する工法・製品の採用促進を図る ○

プレキャスト製品において、大型製品・長尺製品を積極的に採用する
○

1.5 車線的道路整備を推進する
○

地域高規格道路における完成２車線整備を推進する
○

歩道等の機能を包括した幅広路肩の設置を推進する
○

林道の利用形態に即して規格・構造を緩和し、土工量・構造物の規模
縮小を図る ○

畑地かんがいにおいて、第一段階は営農団地毎の給水栓まで整備、
第二段階で作物に直接散水可能なほ場まで配管する段階的な整備を
実施する
農地の利用集積の状況など、地域の構造改革の進展に応じて、担い
手が必要とする基盤整備の内容を選択する方式を実施する ○

平成24年度　施策実施率集計表

２　計画・
設計・施
工の最
適化

【施策9】技術基準の弾力的運用
（ローカルルールの設定）

【施策8】技術基準類の見直し

【施策3】事業評価の適切な実施に
よる透明性の向上

【施策4】重点的な投資や事業の進
捗管理の徹底による事業効果の早
期発現

【施策5】あらかじめ明示された完成
時期を目標とした計画的な用地取
得の実現

愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム 具体事例一覧

１　事業
のスピー
ドアップ

【施策1】構想段階からの合意形成
手続きの積極的導入・推進

【施策2】関係機関との調整による協
議手続きの迅速化・簡素化



実施状況

分野 施策 具体事例 (H23～H24)

平成24年度　施策実施率集計表
愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム 具体事例一覧

ため池工事において、施工時期を再検討する
○

農道の計画・設計において、道路構造令等の特例値を弾力的に活用
する ○

大型建設機械の採用を検討する
○

仮設計画の見直しを行う
○

高強度材料の採用等、使用材料の見直しを行う
○

護岸設計方法の見直しを行う
○

砂防堰堤の下流のり勾配（逆断面）について検討する
○

橋梁設計の合理化を図る

省力化構造の鋼橋設計を検討する

ＰＣ橋における外ケーブル構造の採用を検討する

舗装工事において、ジオテキスタイルの採用を検討する

舗装工事において、２層一括施工型のフィニッシャーを活用する

トンネル路盤排水工の材質の変更を検討する

立木伐採による道路の視距改良を推進する
○

鉄骨フレームを完全外付け工法に修正設計して、外壁の解体・補修を
不要とする ○

マシンルームレスエレベーターの導入を推進する
○

既設防水層を撤去しない防水改修工法の採用を図る
○

建築工事における合成樹脂可とう管（PF 管）の１重管の採用を推進す
る ○

公共住宅設計計画指針を採用する

公営住宅建設における標準設計の採用を推進する

既設の消波ブロックの再生利用を図る
○

既設堰堤の嵩上げで機能向上を図り、新設堰堤のコスト縮減を検討す
る ○

流木対策にあたり、既存堰堤に流木捕捉工を設置するなど、既存ス
トックの有効活用を図る

河川改修において、定規断面の改修にこだわらず、既設護岸の有効
活用を図る ○

河川改修に伴い、架け替え計画の橋梁を継足しで対応するなど、既存
ストックの有効活用を図る

道路拡幅において、幅員の狭い現橋を利用して拡幅分の橋梁を継足
しで対応するなど、既存ストックの有効活用を図る ○

既存植生・既存樹木を保存・移植により活用する
○

都市公園施設の利用形態の変化に合わせて既存施設を改修するな
ど、有効活用を検討する

仮設建築物を不要にするなど、既存建築施設を有効利用した計画施
工を実施する ○

【施策11】既存施設の有効利用 ストックマネジメントシステム（建築）を推進する
○

【施策9】技術基準の弾力的運用
（ローカルルールの設定）

【施策11】既存施設の有効利用

２　計画・
設計・施
工の最
適化

【施策10】設計の見直し



実施状況

分野 施策 具体事例 (H23～H24)

平成24年度　施策実施率集計表
愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム 具体事例一覧

汚濁防止フェンスの設置場所を調整し、他工区と共用する
○

同一区域内事業間において工期を調整し、主要建設機械・船舶を共
用する ○

他事業との連携を強化し、効率的かつ経済的な事業実施を推進する
○

同一工区内の工事の工程調整により仮設物の転用を図る
○

「建設発生土情報交換システム」等を活用し、関係機関との情報交換
を図る ○

建設廃棄物に関する個別指定制度等の活用を促進する

民間公募等による建設発生土の民間活用を促進する
○

建設工事で発生した泥土をセメント及び石灰等で改良し再利用を図る
○

現場内で発生する土砂等を活用し、堰堤の中詰め材として有効活用を
図る ○

破砕コンクリート殻を鉄線かご工の中詰材等に利用するなど、コンク
リート塊の現場内利用を促進する

発生木材を現場で加工し、木柵、木杭やチップ化によるマルチング材
等として再利用する ○

切削オーバーレイ工法において、２層目（基層）はリサイクル可能な「ク
ラック防止シート」による補強とすることにより、２層目の切削及び廃棄
物の発生を抑制する
舗装修繕工事等において、従来の打替え・切削オーバーレイ工法に替
えて、既設舗装を現位置で再生利用する工法を採用する ○

河川海岸の高規格堤防整備などへの建設残土の有効利用を図る
○

営繕事業において、分別解体の促進などによる最終処分の低減を検
討する ○

現場の課題に対し迅速な対応を行うワンデーレスポンスの取り組みを
通じ、受注者と発注者が協力して適切に工程を管理することにより、施
工の効率化を進め、工事の早期完成を目指す

○

土木工事において三者会議を積極的に推進する
○

新技術活用支援施策として、有効な新技術に関する積算資料等の整
備を行い、積算担当者に提供する

コンクリート張りブロックによる低水護岸及び異形ブロックによる根固め
工について、新技術を積極的に活用する

支承において新技術を採用する
○

農業集落排水施設の整備にあたって、低コスト小型処理施設を活用す
る

既設水路(開水路・管水路・トンネル等)の内面更正工法により施設の
再生を推進する

水管理制御において大容量の情報伝送が可能な無線通信方式を採
用する

防波堤等においてジャケット工法を採用する
○

建築工事において、新技術の活用により長期的コストの低減を図る

【施策16】産学官連携による技術研
究開発の推進

産官学連携による技術研究開発を検討する
○

【施策17】工事に伴うCO2 排出の抑
制による地球温暖化対策の一層の
推進

県工事における低燃費型建設機械の導入を促進し、建設工事におけ
るCO2 排出を抑制する ○

県工事における排出ガス対策型建設機械等の使用原則を推進し、大
気環境に与える負荷の低減を図る ○

県工事における低騒音・低振動型建設機械の使用を推進し、建設工
事における騒音・振動を抑制する ○

２　計画・
設計・施
工の最
適化

【施策18】社会的影響の低減（騒音・
振動等の抑制、大気環境に与える
負荷の低減、工事による渋滞損失
の低減、事故の防止）

【施策14】受発注者のパートナーシッ
プの構築による建設システムの生
産性向上

【施策15】公共工事等における民間
新技術の積極的活用

【施策12】工事における事業間連携
等の推進

【施策13】建設副産物対策等の推進



実施状況

分野 施策 具体事例 (H23～H24)

平成24年度　施策実施率集計表
愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム 具体事例一覧

夜間工事の採用や集中工事等の実施により、交通渋滞の低減を図る
○

建設事故に関するデータ収集及び事故情報の共有化等を推進する
○

農村・漁村集落排水処理場から発生する汚泥や、農畜産物廃棄物な
どのバイオマスを堆肥・エネルギー等に循環利用する

農業集落排水処理場から発生する処理水を、農業用水として循環利
用する

農業集落排水汚泥の発生量を抑制する施設を導入し、循環利用を促
進する

農村地域に現有する有機性資源を利活用する施設を整備し、循環利
用を促進する

家畜排泄物について、たい肥化処理施設の整備等を通じて循環利用
を促進する

海域工事において、砂に替わるリサイクル材を活用する
○

アスファルト舗装工において、一般廃棄物等溶融スラグ細骨材を使用
する ○

小水力、太陽光、風力等の自然エネルギーを活用した施設の導入に
より地域資源の有効活用を促進する ○

省エネルギー型照明設備を採用する
○

ＬＥＤ式交通信号灯器の導入を拡大する
○

屋上や壁面等の緑化を推進する

建築工事において、節水器具を採用する
○

生産基盤の整備に際し、地域ごとに発揮される多面的機能（水田貯留
による洪水防止機能等）への配慮を検討する ○

「県産木材活用工種・原則使用工種」を積極的に採用し、間伐材活用
を推進する ○

「県産木材活用工種・試験施行工種」を可能な限り採用し、間伐材活
用を推進する ○

生物多様性の保全管理手法や整備計画により、農業農村整備事業に
おける生物多様性保全の取り組みを実施する ○

河川工事における、多自然川づくりを推進する
○

【施策21】維持管理技術の高度化 新しい健全度診断技術の活用を図る
○

【施策22】公共施設の点検結果等に
かかるデータベースの整備

県有施設に関して、「台帳整備」、「定期点検」、「維持管理計画策定」
により作成されるデータのデータベース化を行う ○

県有施設の劣化診断等による健全度評価手法を構築する
○

発電設備の点検結果に基づき、分解点検周期及び機器更新周期の
見直しを行う

【施策24】公共施設の長寿命化に関
する計画策定の推進

予防保全型施設の長寿命化計画の策定を推進する
○

地域住民やボランティア等の参加による維持管理を推進する
○

農家や地域住民等多様な主体の参加による簡易な維持修繕工事を実
施する

河川砂利採取の原則禁止の一部緩和により、河床掘削工事の代行工
事を行う ○

地域特性に応じて、除草回数の見直しを検討する

植樹帯を植樹枡へ変更するなど、道路植栽地・道路沿線地の雑草対
策を行う ○

県営住宅の団地自治会による植栽の剪定・除草作業を推進する
○

【施策18】社会的影響の低減（騒音・
振動等の抑制、大気環境に与える
負荷の低減、工事による渋滞損失
の低減、事故の防止）

２　計画・
設計・施
工の最
適化

３　維持
管理の
最適化

【施策25】地域の実情や施設特性に
応じた維持管理の推進

３　維持
管理の
最適化

【施策25】地域の実情や施設特性に
応じた維持管理の推進

【施策23】公共施設の健全度を評価
するための指標の設定

【施策19】省資源・省エネルギー化
の推進

【施策20】環境対策の推進



実施状況

分野 施策 具体事例 (H23～H24)

平成24年度　施策実施率集計表
愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム 具体事例一覧

公園のベンチに石材を用いる等、メンテナンス不用な材料を用いた整
備を行う

塗装品の亜鉛メッキ強化や基礎の水抜き等により、防護柵の長寿命
化を図る

トンネル照明の減灯を実施する
○

橋梁照明の減灯を実施する
○

【施策26】CALS/EC の活用による入
札・契約の推進

工事に係る発注の見通し情報、入札・契約情報、入札等公告情報のイ
ンターネットによる情報サービスを提供する ○

【施策27】電子情報の共有化による
建設工事の生産性の向上

電子納品の推進を図る
○

総合評価対象工事の拡大を検討する

設計業務における総合評価方式の導入を検討する

加算方式の試行、本格導入を検討する

技術提案履行状況の確認を強化する
○

【施策29】多様な発注方式の活用 設計施工一括発注（デザインビルド）方式等の導入について検討する

CORINS・TECRIS・PUBDIS を活用した企業実績・成績等を共有・活用
できる仕組みを整備する

県の工事成績評定を活用した企業評価を引き続き実施する
○

総合評価落札方式において企業の施工実績を引き続き評価する
○

【施策31】コンストラクション・マネジメ
ント（CM 方式）の導入検討

CM 方式の契約方式、入札方式、プロジェクト実施方式について検討
するとともに、導入の検討を行う

【施策32】複数年にわたる工事の円
滑な執行のための手続き改善

工事監理業務等において、国庫債務負担行為を活用する

出来高部分払いを効率的に推進するための課題を整理し、監督検査
基準等の見直しについて検討を行うともに、制度の周知を行う

低価格入札対策制度の拡充を検討する

技能者や下請企業や技術者などの技術力を適正に評価することで、
技能者の育成、保全を推進するほか、下請工事の品質を向上させる

基幹技能者の確保・育成を図る

技術力向上を図るため、講習会等により技術者の育成を図る
○

ユニットプライス積算方式の導入を検討する

総価契約単価合意方式の導入を検討する

委託業務における新しい積算方式の導入を検討する
○

市場単価方式の適用工種や適用条件（施工規模、作業条件）を拡大
する ○

主要資材について「数量」、「時期」、「場所」等を限定した見積公募の
実施を検討する

インターネットを利用した見積徴収の導入を検討する

88

61.1%

実施施策数（144施策中）

施策実施率

【施策35】市場を的確に反映した積
算方式の整備

３　維持
管理の
最適化

【施策25】地域の実情や施設特性に
応じた維持管理の推進

４　調達
の最適
化

【施策28】総合評価方式の促進

【施策30】企業の持つ技術力・経営
力の適正な評価

【施策33】公共工事等の品質確保の
推進

【施策34】新しい積算方式の導入検
討や市場単価方式の適用拡大



事業名： 大洲・八幡浜自動車道整備事業（八幡浜道路）
概 要： 地域高規格道路の構造要件が見直し ４車線以上 ⇒ ２車線以上に

地域高規格道路における完成２車線整備を推進地域高規格道路における完成２車線整備を推進

効 果

事務所：八幡浜土木事務所

「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」

【 施策名：技術基準の弾力的運用（ローカルルールの設定） 】

全国一律で４車線以上の整備が
必要だったが．．．

地域の実情に応じ
２車線以上の整備で良くなった！

八幡浜道路は、地域の状況に応じた利用予測をたて、国交省で見直された
構造要件を適用し、完成２車線で整備を進めた。

平成２４年度のコスト改善額 ８．２億円

個別の取組事例①



効 果

海上架橋の桁下高さの縮小海上架橋の桁下高さの縮小

事務所：今治土木事務所

「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」

【 施策名：技術基準の弾力的運用（ローカルルールの設定） 】

①橋脚高さが低くなる ②橋長が短くなる ことによりコストの低減が図れる。

工事名：上島架橋整備事業（岩城橋）
概 要：海上架橋のルートや主構造等の検討・決定の前提条件となる桁下高さの設定に

にあたり、通航する船舶会社と航路条件について協議した結果、通常の航路設
定より「航路高さ・幅」を縮小することの合意が得られ、桁下高さを約４ｍ下
げることが可能となった。

個別の取組事例②

橋脚
橋脚

通常の航路幅

協議後の航路幅

最高水面

最低水面

平均潮位

桁下高さ
の縮小

約４ｍ

通常の航路高さ

協議後の航路高さ

通航船舶

〔通常〕橋桁の位置

〔今回〕橋桁の位置



事業名：道後公園活性化計画策定業務
概 要：望ましい道後公園の将来像について大学生グループによるワークショップを開催

都市公園の活性化に関するワークショップの開催都市公園の活性化に関するワークショップの開催

効 果

事業主管課：都市整備課

道後公園活性化計画は、史跡（湯築城跡）の良好な保存・管理を踏まえつつ、道後公園利用のよ
り一層の活性化を図るために策定するもので、学識経験者等で構成する『道後公園活性化計画策定
委員会』に諮り策定することとしているが、委員会の意見のみならず、地域の未来を担う大学生の
意見を反映させるためにワークショップを開催した。

ワークショップでは「望ましい道後公園の将来像」に向けた方策ついて、多彩な意見が出される
とともに、住民参加型ならではのニーズの把握に努めることができた。

「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」

【 施策名：構想段階からの合意形成手続きの積極的導入・推進】

個別の取組事例③

〔道後公園全景〕 〔ブレーンストーミングで出された意見の整理状況〕〔ワークショップ開催状況〕



工事名：平成23（24）年度総砂第11号の1 通常砂防工事（砂防：医王寺川）
概 要：砂防えん堤における残置型枠として角材に加工した間伐材を利用

砂防工事における間伐材の有効利用砂防工事における間伐材の有効利用

効 果

事務所：今治土木事務所

「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」

【 施策名：環境対策の推進 】

●間伐材流通の活性化を図り、間伐の実施促進、放置林対策としての森林管理の推進を側面から支援
する。また、木材を使用することにより、コンクリート構造物より人にやさしい、自然景観になじ
んだ構造物とすることができ、型枠の解体に伴う廃材が出ないので、環境面においても優れている。

●角材の残置型枠は、施工性が良いこと及び足場工の設置撤去や型枠の解体作業が不用であるため、
工期短縮が図れる。

構造図

個別の取組事例④

写真



事業名：橋梁照明の減灯の実施

概 要：節電対策と道路維持管理費（電気料金）の節減の観点から、県管理道路におけ
る長大橋（100m以上）の道路照明について、安全面に配慮しつつ、減灯の試行に取り
組む。

橋梁照明の減灯橋梁照明の減灯

事業主管課 ：道路維持課

「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」

【 施策名： 地域の実情や施設特性に応じた維持管理の推進 】

全点灯時 約１/２減灯時

効 果
●平成24年度末時点で、43の橋梁において減灯を試行。
●43橋梁の減灯による効果の試算（平成24年度合計）

電気料金縮減額 12,202,140円

【減灯事例】

(主)壬生川新居浜野田線
新加茂川大橋

個別の取組事例⑤



本工事は、山間部の急勾配地において、抑止杭(L=11m､N=27本)を設置する工事であり、資機材搬

入道路が工事中のため、当初は、小規模資機材による継杭での施工を計画していたが、施工にあたっ
て、搬入道路工事と綿密な工程調整を行った結果、H=12mの櫓(やぐら)をはじめとする大型資機材の
現地搬入が可能となり、１本杭での施工が可能となった。

これにより、杭単価及び杭設置に
かかる工事費の縮減を図った。

事業名：基幹農道整備事業 農道工事（その２）工事
概 要：工程調整により大型資機材の搬入が可能となり、継杭を１本杭に変更

搬入道路との工程調整による継杭から１本杭への変更搬入道路との工程調整による継杭から１本杭への変更

効 果

事務所：南予地方局八幡浜支局 農村整備第二課

「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」

【 施策名：計画･設計･施工の最適化】

個別の取組事例⑥

工事内容
当初計画 変更計画

数量 単位 単価 工事費 数量 単位 単価 工事費

杭工(仮設構台含) 27 本 1,289,790 34,824,330 27 本 1,258,300 33,974,100

継手検査費 1 式 87,260 87,260 － 式 － 0

計 34,911,590 33,974,100

効果額＝34,911,590－33,974,100≒ 937,000
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m 当初計画
搬入可能な資機材（櫓(H=8.5m)

など)での施工を想定し､上杭（L= 
6.0～5.0m)＋下杭(L=5.0～6.0m)の
継杭(L=11.0m)による施工を計画し
ていた。

変更計画
大型資機材（H=12.0mの櫓、

L=11mの杭)の搬入が可能となり、
１本杭での施工が可能となった。
これに伴い、杭単価及び杭設置
にかかる工事費が減となる。
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